
 

国に対して埼玉県立大学に医学部新設を求める意見書 

 

 埼玉県は人口１０万人当たりの医師数が１４９人（２０１０年１

２月）と全国最下位の県である。しかも一般病棟数の人口対比も全

国で最も少なく、救急体制が脆弱であるため２０１０年度の救急搬

送における最多照会回数は３３回、現場滞在時間２２７分という事

態が生じている。２０１０年度の救急搬送数は前年比９．９パーセ

ントも増加しており、第一線でこれを受け入れている医師の勤務環

境は過酷を極めている。 

 一方で、埼玉県は高齢化のスピードが全国で最も速い上に、６５

歳以上の高齢者人口は１４６万人と全国で６番目に多いことから必

然的に医療必要度は高くなっている。毎年実施の県民世論調査でも、

要望の第１位が「高齢者福祉の充実」、第２位が「医療体制の整備」

となっており、県民の切実な要望であることがわかる。今後、全国

で最も高齢者人口の増大する埼玉県においては、現在の医師不足の

状況を大幅に改善しない限り、県民の救命救急環境はさらに深刻な

ものとなり、医師の過酷な勤務実態は悪化するばかりである。 

 すでに、県内の基幹的な病院で小児入院医療の廃止や周産期医療

の休止が続いており、医師不足の解消は緊急の課題である。 

 しかし、埼玉県は国公立大学医学部がないという全国的にも希少

な県である。地域医療に従事する医師養成は他県に依存していると

言わざるを得ない状況にある。こうした状況から、２０１１年９月

に県内の医師不足解消を目指して自民党県議団の懇話会が埼玉県立

大学に医学部設置を求める要望書を埼玉県知事に提出した。続いて

埼玉県議会９３名の全県議が名を連ねる「設置推進議員連盟」が発

足している。多くの県民が埼玉県立大学に医学部の新設を求めてい

る。 

 ところが、国は医学部新設を認めていない。 

 よって、国に対し住民のいのちと健康を守る立場から、埼玉県立

大学に医学部新設を強く求める。 



  

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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